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ソーシャルファイナンスとしての寄付の可能性
株式会社野村総合研究所　
社会システムコンサルティング部
シニアコンサルタント　谷本  敬一朗

1	 日本における寄付市場の確立と成長可能性

　2015 年 9 月に国連サミットで持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals：SDGs）が

採択されてから、政府・自治体・民間法人などがそ

れぞれの立場で SDGs 達成のために社会課題解決に

取り組む機運が高まっている。そんな中、貧困格差

をなくす、医療を平等に届けるなどの社会的（非金

銭的）リターンを目的としたファイナンス手法とし

て、ソーシャルファイナンスが注目されている。ソー

シャルファイナンスは、社会的リターンを主目的と

した資金配分であるが、時に経済的リターンも伴う。

　ソーシャルファイナンスといえば、社会・環境

面に配慮した投融資である ESG（Environment 

Social Governance）投資や社会的意図を持った投

融資である社会的インパクト投資など、一定期間後

に資金回収を想定する新たな投融資の手法が注目され

ている。

　一方、比較的従来から社会課題解決の手法として

用いられてきた寄付もソーシャルファイナンスの

枠組みに当てはまる（図表 1）。日本の寄付市場は、

2010 年以降拡大傾向にあるが（図表 2）、米国・英

国といった海外先進国の寄付市場と比較すると、依

然発展途上であることが分かる（図表３）。よって、

ESG 投資や社会的インパクト投資に加えて、寄付

をソーシャルファイナンスの一手法としてさらに普

及・拡大させていくことは、社会課題解決に必要

  図表 1　ソーシャルファイナンスにおける寄付の位置付け

  注）	 「従来の投資」を除く、「ESG 投資」「社会的インパクト投資」「寄付」が「ソーシャルファイナンス」と位置づけられる
  出所）	ケイスリー株式会社「ソーシャル・インパクト・ボンド導入プロセスを学べる公開講座実施レポート」
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な資金源の収集に有効と考えられる。なお、内閣府

「NPO ホームページ」の「寄附金の国際比較」によ

ると、2007 年、2008 年における米国・英国の寄

付市場における法人寄付の割合は、いずれも約 6%

であった。また、日本ファンドレイジング協会「寄

付白書 2021」によると、日本の寄付市場において

法人寄付は横ばい、かつ、法人寄付を行う法人数は

減少傾向であった（図表４）。以上より、成長可能

性が高いのは個人寄付市場であると考え、本稿では、

寄付市場を個人寄付の市場として取り扱う。

　そもそも日本における寄付は、阪神淡路大震災に

よるボランティア活動への関心の高まりから、特定

非営利活動促進法の制定、公益法人改革などを経て、

徐々に社会的認知度を高めてきた。さらに、2011

年に発生した東日本大震災に対して、特に寄付の重

要性が認知され、その後、寄付市場は拡大傾向にあ

る。特定非営利活動法人（NPO 法人）や公益社団

法人、公益財団法人といった寄付の提供先となる非

営利団体は、行政サービスでカバーすることのでき

ないきめ細かな社会課題への解決策を提供する組織

として、社会からの信頼も高まり、社会で重要な役

割を担っているといえる。

　しかし、こうした非営利団体は、常に財源の獲得

という観点で課題を抱えている。本稿では、日本の

寄付市場が伸びている昨今の状況を、寄付者（第 2

章）、非営利団体（第 3 章）の観点から見た上で、

今後さらに寄付市場を拡大させていくための課題と

解決策を第 4 章にて述べていく。

2	 日本における寄付者の変化と傾向

　寄付者は、大きく個人・法人の二つに分かれる。

東日本大震災以前は、個人寄付と法人寄付の市場規

模が同程度であることが国際的に日本の特徴であっ

た。しかし、前述の通り、近年、個人寄付額が増加

傾向にある一方、法人寄付額は大きく変化しておら

  図表 2　日本の個人寄付市場の推移

  ※　2017 ～2019 年においては、調査未実施により値が存在しない
  出所）日本ファンドレイジング協会「寄付白書 2021」より NRI 作成

  図表 3	 日米英の個人寄付総額の比較

  出所）	日本ファンドレイジング協会「寄付白書 2021」より NRI 作成
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ず、むしろ法人寄付を行う法人数は減少傾向にある。

これにより、日本も欧米の個人寄付が主要な型に近

づいているといえる。

　内閣府の「社会意識に関する世論調査」によると、

2020 年 1 月時点において、社会貢献に役に立ちた

いと思っている人の割合は、国民の 63.4％である。

また、日本ファンドレイジング協会の「寄付白書

2021」によると、2020 年に実際に寄付をした人の

割合は、44.1% となっている。これらより、国民

の半数程度が社会貢献への関心を有しており、かつ

実際に寄付を経験していることが分かる。

　寄付が多く集まるテーマは、国によって異なる。

日本では、災害支援や国際協力に多くの寄付が集

まってきたが、米国では教育や医療、英国では研究

に対する寄付が盛んである。基本的には、その国に

おいて問題意識の大きいテーマに寄付が集まる傾向

にあるといえる。

　一方で、近年はテクノロジーの発達により SNS

やオンラインツールが普及し、中小規模の組織でも

個別具体的な社会課題とそれに対する取り組みの発

信が可能になり、寄付の多様化を引き起こしている。

これまでは、寄付先となる非営利団体の情報が限ら

れており、人のつながりなど限られた情報の中で寄

付先が選定されてきたが、近年、寄付者は、これま

で以上に自らが共感できる社会課題に取り組んでい

る非営利団体を能動的に探索し、寄付先を選定する

ことができるようになっている。この傾向は、HP

上からのクレジット決済やクラウドファンディング

などオンライン型の寄付手法が普及していることに

よっても後押しされている。

　また、テクノロジーの発達は、寄付者による寄付

先への関わり方も変化させてきた。情報開示が可能

となった結果、寄付者は、自らの想い（＝寄付）が

確実に社会貢献活動とその成果につながっている

か、つまり、寄付先の執行能力と透明性・公平性の

ある成果の公開までを求めるようになっている。さ

らに、寄付先が期待通りに社会貢献活動を執行し成

果を出していることが確認された場合には、寄付者

は、寄付先を自身の望む社会貢献活動を代わりに、

時には共に、実行してくれるパートナーとして捉え

る。この状態を寄付者のサポーター化と呼ぶ。サポー

ターは、従来の単発的な資金提供だけでなく、月額

払いなどの中長期に及ぶ継続寄付や、ボランティア

としての組織運営への参画など、自らが願う社会像

の実現の手段として、非営利団体と長期的に協働す

る（図表５）。こうした寄付者によるサポーターと

しての非営利団体との協働・関わり方が増えている。

  図表 4	 日本の法人寄付市場の推移

  出所）	日本ファンドレイジング協会「寄付白書 2021」より NRI 作成
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3	 非営利団体に求められる条件

　第 2 章で記述した通り、テクノロジーの発達は、

非営利団体が個人寄付者へアプローチしやすい環境

を生みだしていると同時に、個人寄付者による情報

開示への要求が強まった点では、個人寄付者を獲得

するハードルを高めることにもなった。日本の寄付

市場では、こうした寄付者の変化に順応しうまく運

営されている非営利団体と、変化についていくこと

ができず取り残されている非営利団体の二極化が生

じている。弊社が独自に実施したヒアリング調査の

結果から、変化にうまく順応し、寄付を多く集める

ことができている団体について共通していえること

は、下記 3 点である。

　（1）ビジョン・ミッションが明確である

　（2）組織の信頼性を高めている

　（3）情報発信を積極的に行っている

　本章では、事例の紹介も交えながらこれらの 3 点

を解説していきたい。

（1）	ビジョン・ミッションが明確である

　前述の通り、問題意識が大きいテーマに寄付は集

まりやすい傾向にあるが、意識が大きくなくても深

刻な社会課題は存在する。どのような社会課題を問

題提起していくか、また、どのようにその解決に取

り組むかが、非営利団体の存在意義（＝ミッション）

であり、それによって達成される理想的な社会像が

ビジョンとなる。ビジョン・ミッションを明文化す

ることによって、個人寄付者が非営利団体の実現し

たい社会像やそれに取り組む想いを理解しやすくな

り、結果としてそれが共感を生み、非営利団体は寄

付を獲得しやすくなる。

　認定 NPO 法人抱樸は、「個人や家族に任されすぎ

た役割を、みんなで分担していける社会をつくる」

というビジョンを掲げている。HP 上では、このビ

ジョンを掲げるに至った経緯や取り扱う社会課題の

深刻さ・取り組む意義をデータなどの根拠を示しな

がら説明している（図表 6）。また、実現したい社

会像を丁寧に言葉で表現しており（図表 7）、個人

寄付者が抱樸の存在意義を理解しやすいように工夫

している。

　このように、ビジョンには、世間が共感する問題

意識や十分に取り組まれていない社会課題を掲げた

上で、その解決によって実現したい社会像が策定さ

れることが多い。そのビジョンを目指すことになっ

た背景・経緯などをストーリーとして明示すること

で、類似した社会課題解決を目指している非営利団

体が存在しても独自性が生まれ、差別化につながる。

　また、ミッションはビジョンに基づいて策定され

  図表 5	 個人寄付者のサポーター化までの流れ

  出所）	ヒアリング調査より NRI 作成
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るべきであり、非営利団体の事業内容は、そのミッ

ションに基づいているべきである。この一貫性がな

ければ、個人寄付者が、自らが望む社会課題の解決

や社会像の実現の手段として、非営利団体を信頼し

寄付することは、期待できない。

（2）	組織の信頼性を高めている

　個人寄付者が非営利団体の情報開示を求める環境

においては、それに応え、いかに組織が信頼に足る

かを示すことが重要である。個人寄付者が信頼性を

評価する際に注視する情報は、組織の体制や執行能

力、財務状況、活動内容、活動の成果などである。

特に社会貢献活動の成果は、何を KPI として設定し

分かりやすくするかが難しいが、個人寄付者が寄付

後に自らの寄付金が確実に成果につながっているか

という点で、最も気にする部分である。

　ルーム・トゥ・リードは、世界 21 カ国で低所得

層の子ども達の識字および女子教育の支援を行って

いる NGO である。識字の KPI の一つに「1 分間に

音読できる単語数」をおき、その調査を第三者機関

に依頼している。ルーム・トゥ・リードが支援して

いる学校とそうでない学校の読み書きの能力を地域

間で比較・検証することで、適切な介入を行う重要

性を具体的に示すことができている（図表８）。第

三者機関の活用はコストがかかるものの、自分たち

の活動がどれだけ意味のあるものかを公表し、周囲

から理解・共感を得るためには十分にリターンがあ

る取り組みと考えられる。

　このように、非営利団体は、できる限り定量化さ

れて分かりやすい KPI を設定し、効果測定を行い、

成果として継続的にモニタリングしていくことが、

寄付者からの信頼を獲得する上では望ましいと考え

られる。継続的な効果測定を内製できない場合は、

ルーム・トゥ・リードのように、第三者機関に依頼

することも一案と考えられる。

（3）	情報発信を積極的に行っている

　ビジョン・ミッションにおいても、活動内容やそ

  図表 7	 認定NPO法人抱樸のビジョン

  出所）	認定 NPO 法人抱樸（HPより一部抜粋）

  図表 6　認定NPO法人抱樸のHP上でのビジョンの伝え方

  出所）	認定 NPO 法人抱樸 HP



6

Vol.226
May 2022

の成果においても、それが個人寄付者に届かなけれ

ば、寄付は生まれない。そのため、広報活動として、

積極的に情報発信をすることは、非営利団体の最重

要業務の一つである。

　認定 NPO 法人フローレンスは、HP や SNS、メー

ルニュース等を活用して積極的な情報発信を図り、

寄付者を増やしていったという。特に Web マーケ

ティングに力を入れ、単発寄付だけでなく、継続寄

付をしてくれるマンスリーサポーターを獲得できて

いることが安定した財務基盤を構築する上では重要

であった。そのために、共感を得やすいような工夫

（支援の受益者の声の紹介、寄付使途を明瞭にする、

など）を HP 上で発信しつつ、先行投資として Web

広告を打ち出して誘導を高め、継続的に寄付がしや

すいような寄付メニューも用意し、簡単に決済がで

きるようにした。

　このように、情報発信の手段は、日常的には HP

や SNS を活用することが一般的である。また、勉

強会や成果報告会、チャリティーイベント等のイベ

ントを開催することも一つの手法である。いずれに

せよ、寄付者に対して、非営利団体が継続的に社会

貢献活動を実施していることを届けるのが重要であ

る。情報発信の主なコンテンツは、活動内容やその

活動成果、あるいは、イベント周知などである。

　以上が、多くの寄付を集めている団体が共通して

実施していた取り組みのポイントである。その他、

個人寄付を集めるためには、図表 10 で示すような

多様な工夫が見られた。寄付が単発・不規則である

  図表 8　ルーム・トゥ・リードによるKPI の設定と評価の例

  出所）	受領資料より NRI 作成

  図表 9　認定NPO法人フローレンスのWebを活用した情報発信の例

  出所）	認定 NPO 法人フローレンス HP
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と、非営利団体の運営基盤が安定しないために、い

かに継続的・安定的に寄付を獲得できるかが重要で

あり、その点では、第 2 章で紹介した個人寄付者の

“サポーター化”を実現できるかどうかが論点とな

る。個人寄付者がサポーターとなるまでの流れに、

第 3 章にて述べたポイントを整理すると図表 11 の

通りとなる。 非営利団体は、自分たちの寄付者が、

どの段階に多く分布するかを分析・把握した上で、

それぞれ有効な打ち手を講じていくことが重要であ

る。例えば、単発寄付者が多ければ、継続寄付につ

ながるよう月額サポートメニューなどの準備を行

う、あるいは、寄付者の数がそもそも少なければ、

まずは多くの人に認知してもらうために広報を強化

すべきであると考えられる。

4	 寄付市場を拡大させていくための課題と解決策

　これまで、寄付者と非営利団体の立場から近年の

傾向と変化を考察してきたが、改めて、寄付市場の

拡大という観点で、各者の立場から課題となってい

る点を整理したい。まず寄付者にとっては、「（1）

非営利団体の信頼性を測る明確な基準が存在しな

い」ことで、寄付先の探索・評価が各非営利団体の

情報開示の努力と個人寄付者の主観に依存してお

り、効率的な探索・評価が行われていないと考えら

れる。一方、非営利団体としては、情報開示を求め

られる環境において、「（2）個人寄付者が要求する

信頼性の水準に足りるほどの運営力を持つ非営利団

体が少なく」、要求に応えられる組織とそうでない

組織の二極化が発生していた。また、第 2 章におい

て、個人の社会貢献意識や寄付経験について述べた

が、これは国際比較をすると日本の水準は顕著に低

いことから、「（3）個人寄付者の社会貢献意識が高

くない」ことも寄付市場拡大の課題になっていると

考えられる。

　本章では、この 3 点の課題に対して、社会的仕組

みの観点から解決の可能性について考察をしていく。

（1）	非営利団体の信頼性を測る明確な基準が存在し	

	 ない

　前述の通り、情報開示が可能な環境において、個

人寄付者は、共感できるビジョンを持つ非営利団体

を自ら探索しつつ、その組織が信頼するに足るかど

うか、体制や活動内容、成果を入念に評価する傾向

  図表 10　寄付を獲得する工夫の例

  出所）	ヒアリング調査より NRI 作成
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が強くなっている。しかし、日本では、その評価基

準は明確に存在せず、各非営利団体の情報開示の努

力と個人寄付者の主観に依存しているところが大き

い。

　一方、米国では、米国内国歳入庁（IRS：Internal 

Revenue Service）が管理する非営利団体〔501

（c）（3）団体※ 1〕の情報が充実している。まず IRS

は、非営利団体に年に 1 回報告書の提出を義務付

けているが、この報告書の項目が組織の財務情報か

ら給与など詳細に及び、さらにフォーマットが統一

されている。これを活用し、非営利団体の Candid

は、米国の非営利団体の情報を一括で確認できる

Web サイト「GuideStar」を 1994 年に開設した。

GuideStar のデータベースは、IRS に提出されて

いる報告書を基に作成されているため、非営利団体

の細かい項目まで集約されており、かつ、項目がそ

ろっているために、組織間の横比較が可能である。

また、非営利団体の Charity Navigator が運営する

「Charity Navigator」というサイトでは、“Financial”

と“Accountability and Transparency”という二

つの観点にて計 20 以上にも及ぶ指標が設定され、

非営利団体が Charity Navigator によってスコアリ

ング評価・格付けされている。このように、米国で

は非営利組織の信頼性を評価するための情報が統一

的に集約され、個人寄付者が自ら非営利組織を探索

し評価できる環境が整備されている。

　日本でも非営利団体のデータベースは、日本財団

が運営する「CANPAN」や内閣府が運営する「NPO

法人ポータルサイト」など、徐々に整備が進んでき

た。一方で、依然として、個人寄付者が求める組織

の信頼性まで細かに評価できている媒体は、存在し

ない。まずは、非営利団体の管理主体である所管省

庁がその情報集約と項目の統一を図ることが必要と

考えられる。続いて、その情報を集約してデータベー

ス化し、それを基に非営利団体を公平に評価できる

第三者機関を設置することができれば、日本におい

てもより個人寄付者と非営利団体のマッチングを加

速化できると考えられる。

※ 1　501（c）（3）団体とは、IRS から税
法上の認証を得て、寄付行為に対する税
制上の優遇措置が認められている非営利
法人

  図表 11　個人寄付者のサポーター化に求められる打ち手の例

  出所）	ヒアリング調査より NRI 作成
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（2）	個人寄付者が要求する信頼性の水準に足りるほ	

	 どの運営力を持つ非営利団体が少ない

　非営利団体の多くが組織を十分に運営できる体制

を確保できていない。当然、潤沢な初期資金がない

ため、非営利団体においては想定される共通の問題

であるが、その中でもうまく体制を構築している団

体は、法人から専門人材を提供してもらう等の支援

を受け、体制を強化している。

　第 2 章において、法人寄付の額・寄付を行う法人

数が減少傾向にあると記載した。一方で、SDGs や

CSR（Corporate Social Responsibility：企業の社

会的責任）の認識の高まりに伴い、法人の社会貢献

活動への意識はむしろ強くなっている。つまり、法

人の社会貢献活動への関わり方が、従来の金銭のみ

の寄付から、多様化しているといえる。その一つと

して、法人が非営利団体に対して非金銭的支援を提

供する形がある。例えば、プロボノ※ 2 人材の提供

やコーズマーケティング※3、商品・サービス提供等

がそれに該当する。金銭的支援でないために、法人

内における決裁や予算獲得のハードルが低いメリッ

トがある。

　プロボノ人材の提供は、非営利団体の体制を法人

の専門スキルを持った人材によって強化することが

可能な点で有効と考えられる（図表 12）。社会貢献

活動を実施したい法人にとっても、非営利団体へプ

ロボノ人材を提供することがそのまま社会貢献活動

につながるという点でその意義を果たしている。従

来の寄付だけでなく、こうした人的支援も社会貢献

活動につながることを法人側が認識し、非営利団体

とより盛んな人材支援・交流が進むことが望ましい。

そのためには、プロボノ人材を提供して社会課題に

貢献したい法人と、それを受けて体制強化をしたい

非営利団体をマッチングしていくことが重要であ

る。近年、認定 NPO 法人サービスグラントのように、

法人と非営利団体をマッチング支援する非営利団体

等が生まれている。法人側は、そういった機能を持

つ組織を認知し活用しながら非金銭的支援の可能性

を検討すべきである。

  図表 12　法人連携をして体制強化をしているNPO法人の体制例

  出所）	ヒアリング調査より NRI 作成

※ 2　プロボノ支援とは、社会的・公共
的な目的のために、職業上のスキルや専
門知識を生かして取り組むボランティア
活動
※ 3　特定の商品・サービスの購入が寄
付などを通じて環境保護や社会貢献に結
びつくことを消費者に訴求することで、商
品・サービスの販売促進、商品ブランド
や企業のイメージアップを狙う手法
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（3）	個人寄付者の社会貢献意識が高くない

　第 2 章において、日本における個人寄付者の社

会貢献活動への意欲や寄付の実績について記載した

が、日本の社会貢献への意識は、海外諸国と比較す

ると顕著に低い。日本財団の「18 歳意識調査」に

よると、「自分の行動で国や社会を変えられると思

う」「国や社会に役立つことをしたいと思う」「慈善

活動のために寄付をしたい」「ボランティア活動に

参加したい」「自分は責任がある社会の一員だと思

う」といった社会貢献への意識に関する項目におい

て、日本は最下位となっている（図表 13）。多くの

先進国では、子供のころから寄付教育（フィランソ

ロフィー教育）が実施されているが、日本ではそう

いった教育が浸透していない。社会課題の内容（貧

困・環境問題等）は教わるが、各個人の関わり方ま

では教わらないため、社会課題に主体的に取り組む

姿勢が生まれていないことが原因と考えられる。

　よって、日本においても社会貢献活動の意義や主

体的に関わることの重要性を認識してもらうための

教育・普及活動が求められる。最近では、SDGs 教

育が始まり、環境教育の一環として地域課題解決を

授業で扱うことなどが増えており、若い世代を中心

に主体性が生まれつつある。また、2022年度からは、

高等学校の必修科目に「公共」が組み込まれるなど、

教育のあり方は変化しつつある。これらの成果が中

長期で生まれてくることに期待したい。

5	 おわりに

　本稿では、2015 年 9 月に国連サミットで SDGs

が採択されて以降、社会課題解決に取り組む機運が

高まっている中で、いかに寄付がソーシャルファイ

ナンスの一手法として成長可能性を秘めているか、

また、成長に向けた課題と解決策について寄付者と

非営利団体の立場から考察してきた。

　寄付者は、インターネットの発達により、これま

で以上に自らが共感できる社会課題に取り組んでい

る非営利団体を能動的に探索し、寄付先を選定す

ることができるようになっている。その結果、自ら

の想い（＝寄付）が確実に社会貢献活動とその成果

につながっているか、つまり、寄付先の執行能力と

透明性・公平性のある成果の把握まで求めるように

なっている。

　一方、非営利団体にとっては、こうした寄付者の

変化に順応しうまく運営されている非営利団体と、

変化についていくことができず取り残されている非

  図表 13　若者の自身と社会の関わり意識の国際比較

  ※	 日本財団「18 歳意識調査」によるアンケート結果。アンケート調査は、2022 年 1 月 26 日（水）～2 月 8 日（火）に、日本・米		
	 国・英国・中国・韓国・インドの 17 ～19 歳男女、各国 1000 人を対象にインターネットで実施
  出所）	日本財団「18 歳意識調査」より NRI 作成
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営利団体の二極化が生じている。そんな中、うまく

順応している非営利団体は、共通して、ビジョン・

ミッションが明確である、組織の信頼性を高めてい

る、情報発信を積極的に行っているという三つのポ

イントを実施できていることが分かった。

　こうした寄付者と非営利団体の変化を受け、本稿

では、寄付市場の拡大に向けて、「非営利団体の信

頼性を測る明確な基準が存在しない」という課題を

主張した。この課題に対しては、所管省庁による非

営利団体の情報の集約と項目の統一化、さらには、

その DB を活用した第三者機関による非営利団体の

評価の重要性を提案した。また、「個人寄付者が要

求する信頼性の水準に足りるほどの運営力を持つ非

営利団体が少ない」という課題についても言及し、

これに対しては、非金銭的支援を通じて社会課題に

貢献したい法人と、法人のプロボノ人材を活用して

組織力を高めたい非営利団体とのマッチングの重要

性を記した。

　また、本稿で触れることのできなかった寄付市場

を拡大させていくための方法として、新たな寄付手

法の普及が考えられる。例えば、クラウドファンディ

ングは近年一般的になってきたがその一つと考えら

れる。加えて、ふるさと納税を通して寄付ができる

仕組みも普及し始めている。また、個人が遺言によっ

て遺産の全部、または一部を寄付する遺贈寄付も認

知されつつある。こうした新たな寄付手法の普及も

含め、日本の寄付市場が拡大し、結果として社会課

題解決に必要な資金が充実し、SGDs の実現、ひい

てはより良い社会の実現を期待したい。
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